
令和6年度（2024年度）

申告書の提出期限は令和6年（2024年）1月31日（水）です。

　日頃より、本市の税務事務にご協力いただきありがとうございます。

　豊中市内に償却資産（事業用資産）をお持ちの方は、毎年1月1日現在の所有状況を申告していた

だくことになっています。（地方税法第383条）

　つきましては、申告書類一式を送付しますので、必要事項を記入し、必ずご提出いただきますよう

よろしくお願いします。

償却資産申告書の提出先は豊中市固定資産税課償却資産担当です（住所は裏表紙に記載）。
なお、各出張所での受付はできません。
償却資産申告書の提出は窓口が混雑しますので、郵送又は地方税ポータルシステム
（eLTAX：エルタックス）の利用にご協力をお願いします（裏表紙参照）。
所有する資産が免税点未満の場合でも、申告してください。
また、該当資産なしの場合でも、申告書の備考欄にその旨を記入してください。
事業所の転出、休業・廃業などについてもその旨を記入してください。
受付後の申告書控用「副」の返送を希望される方は、切手を貼った返信用封筒を同封してください。
「償却資産（固定資産税）申告の手引き」「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」「種類別明細書」
「課税標準の特例・非課税該当償却資産申告書（課税台帳）」などの各種様式は豊中市ホームページ
（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kurashi/moushikomi/soshiki/moushikomi5/
shokyaku.html）からダウンロードすることができます。

申告書類一式に同封している「令和６年度償却資産種類別明細書」には、本市で登録している
課税台帳の資産明細から算出した令和６年度の資産の評価額などを記載しています。取得年
月や耐用年数など、記載内容に誤りがありましたら、お知らせください。

　申告書





（埋め込み式など）
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賃借人などが取り付けた内装、造作、建築設備などの資産（地方税法第343条第10項及び本市市税条例
第60条第7項の規定により、賃借人などが償却資産として申告することになります）
事業専用割合が100％ではない資産（事業専用割合にかかわらず、取得価額全額が申告対象となります）

※法人の場合､10万円未満の資産であっても個別に減価償却しているものは申告の対象となります。



申 告 対 象 外必 要 経 費10万円未満

申 告 対 象 外3 年 間 一 括 償 却10万円以上
20万円未満 申 告 対 象減 価 償 却

申 告 対 象減 価 償 却20万円以上

申 告 対 象 外損 金 算 入

10万円未満 申 告 対 象 外3 年 間 一 括 償 却

申 告 対 象減 価 償 却

申 告 対 象 外3 年 間 一 括 償 却10万円以上
20万円未満 申 告 対 象減 価 償 却

申 告 対 象減 価 償 却20万円以上

固定資産税の取扱い取得時期 取得価格 国税の取扱い

平成11年1月1日以後に取
得した資産

平成10年4月1日以後に開
始された事業年度に取得し
た資産

中小企業者などが平成18年4月1日から令和６年3月31日までの間に取得し使用する、取得価額
30万円未満の減価償却資産については、当該取得の年度で損金又は必要経費に算入すること
ができます。この特例措置は租税特別措置法による国税（法人税・所得税）に関する制度ですので、
固定資産税では適用されません。この特例により損金又は必要経費に算入した資産は償却資産の
申告が必要となります。

早見表
耐用年数が1年を超えて取得価額(1個又は1組当たり)が10万円以上の資産について

個
人
の
場
合

法
人
の
場
合



地方税法
附則第15
条第32項
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特例の対象となる資産（一例抜粋）

　　特例

令和5年1月2日から令和6年1月1日まで

令和5年1月1日以前 令和5年度の評価額×(1－ｒ)

　地方税法第349条の3、地方税法附則第15条、第15条の2及び第15条の3等に規定される一定の要件を備えた
資産には、課税標準の特例が適用されます。新たに特例の対象資産を取得された場合は、「課税標準の特例・非課
税該当償却資産申告書（課税台帳）」に必要事項を記入し、各種添付書類と共に提出してください。詳しくは、豊中市
ホームページ（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kurashi/sizei/kotei/index.html）を参照してください。

（令和5年10月現在）

特定事業所内保育施設の用に供する固定資産
（有償で借り受けたものを除く）
企業主導型保育事業（運営費等）助成決定通知書の写し
※5年間特例措置を受けるには、毎年通知書の写しが必要です。

特定事業所内
保育施設（企
業主導型保育
施設）

最初に政府の補助を受
けた日の属する年の翌
年1月1日を賦課期日と
する年度から5年間



償 却 計 算 の 基 準 日 賦課期日（1月1日） 事業年度（決算期）

　地方税法第348条第2項に規定される一定要件を備えた償却資産は非課税になりますが、申告は必要です。
　新たに非課税の対象資産を取得された場合は、「課税標準の特例・非課税該当償却資産申告書（課税台帳）」
に必要事項を記入し、各種添付書類と共に提出してください。



償却資産の評価においては
特別償却及び圧縮記帳は認め
られていません｡圧縮前の取得
価額としてください。

法人税法又は所得税法の規定により、国税局長の承認を
受け、耐用年数の短縮を行っている資産の有無について
該当する方に○をつけてください。

法人税法又は所得税法の規定により、税務署長に増加償
却の届出を行っている資産の有無について該当する方
に○をつけてください。

租税特別措置法の規定による特別償却及び法人税法の
規定又は所得税法の規定による圧縮記帳の有無につい
て該当する方に○をつけてください。

「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」の各欄の記入方法については、以下のとおりです。

　「種類別明細書（増加資産・全資産用）」、「種類別明細書（減少資産用）」の各欄の記入方法については、
9～10ページをご覧ください。
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3．
閉
鎖
・
転
出
」

◇
事
業
所
を
休
業
な
ど
さ
れ
た
場
合
 

→
「
4．
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◎
初
め
て
申
告
さ
れ
る
方
は
、令
和
6
年
１
月
１
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現
在
に
お
い
て
所
有
さ
れ
て
い
る
全
て
の
資
産
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し
て
く
だ
さ
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。
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ま
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し
た
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（
同
期
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中
に
移
動

又
は
除
却
し
た
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を
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く
）
を
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し
て
く
だ
さ
い
。
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◎
前
年
前
に
取
得
し
た
も
の
で
、令
和
5
年
1
月
2
日
か
ら
令
和
6
年
1
月
1
日
ま
で
に
減
少
し
た
資
産
を
、「
令
和
6
年
度
償
却
資
産
種
類

別
明
細
書
」に
も
と
づ
い
て
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し
て
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だ
さ
い
。

×
×
市
へ
移
動

売
却
、廃
棄
、市
外
へ
移
転
な
ど
に
よ
り
資
産
が
減
少
し
た
場
合
は
、「
償
却
資
産
種
類
別
明
細
書
」に

記
載
さ
れ
て
い
る
と
お
り
に
転
記
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、資
産
の
一
部
が
減
少
し
た
場
合
は
、減
少
し
た
数
量
と
取
得
価
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

固
定
資
産
税
で
は
、減
価
償
却
に
お
け
る
耐
用
年
数
が
過
ぎ
た
も
の
で
も
、実
際
に
事
業
に
使
用
し
て
い
る
限
り
は
減
少
資
産
と
な
り
ま
せ
ん
の
で
、ご
注
意
く
だ
さ
い
。
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